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Abstract. ENSO：エル・ニーニョ南方振動の予測は、出現の不

規則性から、古くて新しい困難な課題である。本稿では、

Daubechies基底関数のWavelet変換による圧縮によるエル・ニ

ーニョ現象の特徴抽出を試みている。具体的な方法として、

圧縮後低周波成分のみのデータで再構成して原時系列デー

タのRMS偏差を評価する方法を考案した。また、最道サポー

ト長基底によるWavelet解析に基づく方法を試行し、 SOI：南方

振動インデックスとSST：海面水温データを用いて特徴抽出

を試みた。 21年4か月のデータを用い、これら特徴を抽出する

ことが可能であることを確認した。さらに、 Wavelet基底の最

適サポート長の決定法についても検討した。

Keywords: ENSO：エル・ニーニョ南方振動、 Discrete

Wavelet Transformation: DWT, SOI：南方振動インデック

ス、 SST：海面水温、 Daubechies基底関数、最適サポート長

1 まえがき

エル・ニーニョ現象／ラ・ニーニャ現象は赤道付近だけでなく世界の

天候に影響を及ぼすものの 1つとして注目され 1)-8)、数値モデルや支

配方程式を用いた当該現象の数値的予測・推定を行った報告がある。

すなわち、数値モデルや支配方程式を用いたエル・ニーニョ現象／ラ・

ニーニャ現象の数値的予測・推定を行った報告がある 9)ー18)。これらは、
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数値モデルや支配方程式を伴う外挿法に基づく予測・推定法による報

告である 19)-22）。また、気象庁(JMA)の定義によるエル・ニーニョ現象

／ラ・ニーニャ現象の判定のためには、最低限 10ヵ月分のデータが必

要である。

わが国では、気象庁によりエル・ニーニョ現象／ラ・ニーニャ現象の

判定がなされている。ところで、気象庁によるエル・ニーニョ現象／

ラ・ニーニャ現象の定義は、東部太平洋赤道域の北緯4度～南緯4度、

西経 150度～西経 90度の海域をエル・ニーニョ監視海域とし、ここ

における月平均海面水温の基準値(1961~1990年の 30年平均値）との

差の 5か月移動平均値が 6か月以上連続して 0.5℃以上(-0.5℃以下）に

なった場合としている。すなわち、エル・ニーニョ現象／ラ・ニーニャ

現象の気象庁による判定のためには、最低限(2+6+2)ヵ月分のデータ

が必要である。監視海域の月平均海面水温の基準値との差の 5か月移

動平均値が 6か月未満連続して 05℃以上(-0.5℃以下）になった場合

は、非エル・ニーニョ（非ラ・ニーニャ）と判定される。

本研究の目的は、気象庁の定義による判定するために必要な時間を

短縮することである。すなわち、より一般的には，監視海域の月平均海

面水温の基準値との差の 5か月移動平均値の絶対値が a℃以上とな

る状態がどの程度連続するかという情報を早期に得る手法の確立で

ある。

エル・ニーニョの場合、海水温の異常が発生する数か月前に東から

西に流れる赤道海流（北赤道海流と南赤道海流）が弱まったり反転し

たりする現象が観測されている。これは、何らかの原因によって海流

に変化が起きたことによるものと考えられている。また反転の後、西

太平洋の低緯度地方（フィリヒ゜ン付近など）で急激に西風が強まる現

象（西風バースト）が観測されたことがあるがこれは赤道海流の変化

によって海水温が変化し、これが大気に伝わり気圧の変動を起こして

いく過程で発生するものと考えられている。しかし、赤道海流と西風

バーストはどちらが原因でどちらが結果であると断定できるもので

はない。これは両者が海洋大気相互作用現象で密接に関係しているた

めであり、解明が非常に困難である。
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米国／フランス TOPEX／ポセイドン衛星が撮影した海面の高さ（エ

ル・ニーニョ年は偏西風が弱く、エル・ニーニョ海域の SSTが上昇、

海水膨張により海面高度は高い）ことが分かっている。

本稿では、エル・ニーニョ現象／ラ・ニーニャ現象の早期判定法の確

立を目的として、 Daubechies基底を前提した多重解像度解析に基づく

圧縮法による特徴抽出を行う。具体的には、海面水温(SST)および南

方振動指数(SOI)の時系列データに提案手法を適用することにより、

対象時系列の動的特性抽出を行う。その際、基底関数のサポート長の

差異による影響を検討する。

2提案手法

2.1離散ウェーブレット変換

与えられたスカラ一時系列 f=（珀ぷ2,…ぷがに対する離散ウェーブレ

ット変換は、係数piおよび係数 qiにより構成される正方行列 Cnを

用いて、式(1)により実現される。
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である。すなわち、与えられたスカラー時系列は、ウェーブレット変

換により低周波成分および高周波成分に 2分割される。なお、係数pi
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は低周波成分に関するものであり、係数 qiは高周波成分に関するも

のである。

この離散ウェーブレット変換にサポート長(sup)の

Daubechies基底関数を用いることを前提としている。たとえば、観測

本稿では、

データ数が 8の場合でサポート長が 2の場合は、式(4)、4の場合は、

式(5)でそれぞれウェーブレット変換行列は表せる。
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サポート長が 2の場合の係数は、式(6)を連立させて解くことにより

求められる。

侭ycり＝1.
恥ザ］ ＝兵

釦 ＝•凸

qi =-P。
'OO..q，ギ111'・(/i= 0 

(6) 

また、サポート長が 4の場合は、式(7)の連立方程式を解くことにより

その係数が求められる。

（d,41 f cl"l =I" 
p。+p1+PけP3=h.
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引 ＝—p
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さらに、サポート長が supの場合は、式(8)を連立させて解くことによ

り係数が求められる。

（守吋c~•Pl =I, 
mp--1 

?P戸必
J 

qi = (- 1灼伽p-1}--1) (.; ＝ 0認ー'(s叩—1))
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2.2一般化逆行列

Cnは次のように記述されます。

C’n ＝位］
(9) 
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n/2 xn行列である PnとQnは、一般化逆行列から次のように表す

ことができる。

p正＝P¥PP丁‘-l

Qu+=Q¥QQT、-l.
(10) 

PnとQnのランク Mが0から n/2の範囲内にある場合、両方とも特

異値分解： SVDで次のように分解される。

凡f

Pn = ~ K,iWiVi T 

i=l 

M 

Qn＝冗凡Wi1)「
i=l 

また、

M 

PrT ＝ ~K．戸 v,， W!
i=l 
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Q;t＝図ぐm硲
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（1C1：：：：： "'2 2:…2: IC.NJ> o) 

（K,1 2 K2 ~ .. . 2位 ＞o)
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(12) 

(13) 

ここで、 vとwは直交行列を示し、 Kは固有値の平方根で構成される

特異行列を示す。

2.3多重解像度解析：MRA

スカラー変数の入カデータは、ウェーブレット変換行列を使用し

て、高（H)および低（L)ウェーブレット周波数成分に変換できる。

この離散ウェーブレット変換：DWTは、 DWTの最初のレベルと呼ば

れる。 L成分は、また、 H成分と L成分に分けることができる。こ

のDWTは、 DWTの第 2レベルと呼ばれる。さらに、これらの変換

は、 Lコンポーネントに繰り返し適用できる。これらの DWTは分解

と呼ばれる。レベルは周波数成分に対応している。言い換えれば、任

意の周波数成分は、異なるレベルのウェーブレット周波数成分で抽出
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することができる。 cTc=c-1cであるため、すべてのレベルの H成

分と最高レベルの L成分を使用してスカラー変数の元の入カデータ

を再構築することができる。このプロセスは、再構成、または逆離散

ウェーブレット変換： IDWTである。

DWTとIDWRTは、 2次元画像データと 3次元動画に対しても定

義できる。さらに、これらは次のように任意の次元データ fに適用で

きる。

(fC)TCり…Cり (14) 

たとえば、 DWTは2次元の入カデータを LL、HL、LH、およびHH

に分解できる。最初の文字と 2番目の文字は、それぞれ水平方向と垂

直方向を示す。

2.4提案方法

提案方法のプロセスフローは、以下のとおりである。まず、エル・

ニーニョ現象／ラ・ニーニャ現象の早期判定法の確立を目的として、

多重解像度解析に基づく圧縮法による特徴抽出を以下の手順で行う。

l)基底関数決定→Daubechies

2) サポート長決定

3) 時系列データをウェーブレット分解

4) 低周波成分に対し、過去データのうち、現在データに最も差の小

さいものを選出

5) 選ばれた過去データの低周波成分を用いてウェーブレット再構

成

また、評価の際は以下の手順にて行った。

l．対象時系列に対してウェーブレット分解

2．ウェーブレット分解後の低周波成分のみを用いてウェーブレット

再構成

3．ウェーブレット分解前の対象時系列とウェーブレット再構成後の

対象時系列との RMS誤差により復元精度の評価
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この時、適切なサポート長と時系列データの変化との関係を確認

するために、次の式を提案する。

P(i, j) 

び(i,j) 

調 （i,j) 

ふ（豆）

砂，i）
＝ げN 
1 
N 

N-1 
＝ と（ふ(i,j) — ふ（豆） ）

k=l 

= f.[k] (j) -E[k] (i) 

= €(J9) —c(i) 

2 

(15) 

ここで、 Jkl(sup)はサポート長が「sup」で任意時刻「K」での二乗誤

差を示し、 €(sup) は €[kl (sup) の平均を示す。評価では、 N は 256 であ

る。 P(i,j)の値が大きければ大きいほど、サポート長 supを変化させる

ことの有効性を確認できる。このようにして、基底関数のサポート長

の差異による影響を検討する。

3実験

3.1使用データ

海面水温(SST)および南方振動指数(SOI)の時系列データに提案手

法を適用することにより、対象時系列の動的特性抽出を行う。調査期

間は 1972年 1月～2001年 12月である。気象庁からの SST（海面水温）

および SOI（南方振動指数）の月毎のデータを用いた。

函lにSSTデータを示す。 SSTは月平均海面水温の基準値(1961~ 
1990年の 30年平均値）との差のデータである。 SSTは東部太平洋赤

道域の北緯4度～南緯4度、西経 150度～西経90度の海域の月平均海

面温度である。月平均海面温度のレンジは[23,29]であり、レンジ幅は

6度である。
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図1 月平均 SSTデータ(21.3年間のデータ、横軸の単位は月）

また、図 2の SOIは南太平洋上のタヒチとオーストラリアのダー

ウィンの地上気圧偏差を基に指数化したもので貿易風の強さの目安

となる。 SOIは南太平洋上のタヒチとオーストラリアのダーウィンの

地上気圧偏差をもとに指数化したもの：貿易風の強さの目安である。

南方振動指数のレンジは[-3,3]であり、レンジ幅は 6である。
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図2 月平均 SOIデータ
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3.2 復元度の評価結果及びサポート長の影響

サポート長の影響を明らかにするために、比較的穏やかに変化した

SSTを、それぞれ図 2に示す比較的急速に変化した SOIと比較する。

DWTは、サポート長が異なるデータに一度に（第 1レベル）道用す

る。その後、 IDWTはL成分のみで変換されたウェーブレット周波数

成分に適用する。二乗平均平方根誤差：再構成されたデータと元のデ

ータの間の RMSEを評価した結果を図 3,4に示す。
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図4 サポート長による RMSEの変化(SOIデータ）

SSTにおいては P(l6,8)=1. 773561 となり、 SOIにおいては

P(8, 16)= 1.62424 7となる結果が得られた。これらの P(i,j)のの値より、

有意水準0.10（危険率10%）検定を行うと、有意差があると確認できる。
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すなわち、対比較検定により、対象時系列の特性によりサポート長sup

を変化させることの有効性を確認できる。有意水準 0.05（危険率 5%)

検定において有意差があると確認できるためには、本稿の場合、

P(i,j）>1.65である必要がある。 SSTの場合のみにおいては有意差があ

ると確認できる。

3.3 ノイズの影響

過去のデータの低周波成分が現在のデータの低周波成分と一致し

ているとは限らない。このような場合、分解の DWTを介して過去の

時系列データから導出された低周波数成分に、正規分布の乱数ノイズ

（平均がゼロで標準偏差の (J)が追加される。次に、ノイズが追加さ

れた低周波数成分を再構成に使用する。現在のデータの低周波成分と

一致させる必要がある。その後、再構築されたデータは、分解前の元

の時系列データと比較する。両方の RMSの違いは、復元の良さを示

す。実験手順は、以下のとおりである。

1対象時系列に対してウェーブレット分解

2．ウェーブレット分解後の低周波成分に対して平均零、標準偏差(J

の正規乱数を付加

3正規乱数を付加したウェーブレット分解後の低周波成分のみを

用いてウェーブレット再構成

4．ウェーブレット分解前の対象時系列とウェーブレット再構成後

の対象時系列との RMS誤差により復元精度の評価

SSTとSOIのRMSError（付加雑音の影響）をそれぞれ図5,6に示す。

図5,6は、再構築されたデータと分解前の元の時系列データとの間の

RMSエラーを、 DWT分解を通じて過去の時系列データから導出され

た低周波成分への追加ノイズの標準偏差のシグマの関数として示す。

図 5はSSTのRMSエラーを示し、図 6はSOIのRMSエラーを示

す。
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追加ノイズの増加に応じて、 SSTおよびSOIの場合のRMSエラー

が増加する。 特に SSTの場合、時系列データの変化が比較的穏やか

な場合、サポート長の減少に伴って RMSエラーが増加することもわ

かる。 すでに述べたように、 SSTの適切なサポート長は 16であるの

に対し、 SOIの適切なサポート長は 8であることがわかる。

4あとがき

気象庁からのSST（海面水温）およびSOI（南方振動指数）の月毎のデ

ータを用いて、多重解像度解析に基づく圧縮法による ENSO時系列
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データの特徴抽出を試みた。観測された海面温度と南方振動指数を

用いた実験を通じて、提案方法を検証した。 また、適切なサポート

長を決定するための方法を提案し、検証した。その結果、有意水準

0.10（危険率 10%）検定において、対象時系列の特性によりサポート長

を変化させることの有効性を確認した。すなわち、 SSTの適切なサ

ポート長は 16（比較的穏やかな変化）であるのに対し、 SOIの適切

なサポート長は8（比較的急速な変化）であることがわかった。さら

に、追加ノイズの増加に応じて、 SSTおよびSOIの場合の RMSエ

ラーが増加することを確認した。特に SSTの場合、時系列データの

変化が比較的穏やかな場合、サポート長の減少に伴って RMSエラ

ーが増加することもわかった。
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